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(57)【要約】
【課題】例えば、より不都合の少ない新規な構成を有し
たケーブル貫通孔の遮蔽構造を得る。
【解決手段】実施形態のケーブル貫通孔の遮蔽構造では
、壁は、ケーブルが第一方向に貫通する貫通孔を有し第
一方向と交差して延びている。第一カバープレートは、
第一方向と交差し壁と重なるとともに貫通孔を覆う第一
カバープレートであって、貫通孔と重なりケーブルが通
る第一開口を有する。二つの第二カバープレートは、第
一方向と交差し第一カバープレートと重なるとともに第
一開口を覆う二つの第二カバープレートであって、二つ
の第二カバープレートのうち一方の第二端部と他方の第
二端部とが互いに接した第二境界線と、一方の第二端部
と他方の第二端部との間の隙間であって第一開口と重な
りケーブルが通る第二開口と、を構成し、第一カバープ
レートよりも剪断強度が低い。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケーブルが第一方向に貫通する貫通孔が設けられ前記第一方向と交差した壁と、
　前記第一方向と交差し前記壁と重なるとともに前記貫通孔を覆う第一カバープレートで
あって、前記貫通孔と重なり前記ケーブルが通る第一開口を有する第一カバープレートと
、
　前記第一方向と交差し前記第一カバープレートと重なるとともに前記第一開口を覆う二
つの第二カバープレートであって、前記二つの第二カバープレートのうち一方の第二端部
と他方の第二端部とが互いに接した第二境界線と、前記一方の第二端部と前記他方の第二
端部との間の隙間であって前記第一開口と重なり前記ケーブルが通る第二開口と、を構成
し、前記第一カバープレートよりも剪断強度が低い二つの第二カバープレートと、
　を備えた、ケーブル貫通孔の遮蔽構造。
【請求項２】
　前記第一カバープレートおよび前記第二カバープレートは、非磁性体である、
　請求項１に記載のケーブル貫通孔の遮蔽構造。
【請求項３】
　前記壁と前記第一カバープレートとの間と、前記第一カバープレートと前記第二カバー
プレートとの間と、の少なくともいずれかに、通電を抑制する通電抑制材を設けた、
　請求項１または２に記載のケーブル貫通孔の遮蔽構造。
【請求項４】
　前記第一カバープレートは、二つの分割プレートを有し、
　前記二つの分割プレートのうち一方の第一端部と他方の第一端部とは、
　互いに接して前記第二境界線と交差した第一境界線を構成する部位と、
　互いに離間して前記第一開口を構成する部位と、
　を有した、請求項１～３のうちいずれか一つに記載のケーブル貫通孔の遮蔽構造。
【請求項５】
　ケーブルが第一方向に貫通する貫通孔が設けられ前記第一方向と交差した壁と、
　前記第一方向と交差し前記壁と重なるとともに前記貫通孔を覆う第一カバープレートで
あって、前記貫通孔と重なり前記ケーブルが通る第一開口を有する第一カバープレートと
、
　前記第一方向と交差し前記第一カバープレートと重なるとともに前記第一開口を覆う二
つの第二カバープレートであって、前記二つの第二カバープレートのうち一方の第二端部
と他方の第二端部とが互いに接した第二境界線と、前記一方の第二端部と前記他方の第二
端部との間の隙間であって前記第一開口と重なり前記ケーブルが通る第二開口と、を構成
し、前記第二開口の周縁で屈曲され前記ケーブルの外周に沿って前記第一方向に延びた複
数の屈曲片を有した、ケーブル貫通孔の遮蔽構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、ケーブル貫通孔の遮蔽構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、筐体の壁に設けられた貫通孔をケーブルが貫通したスイッチギヤが知られている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平５－１５０１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　例えば、筐体の壁における、ケーブルが貫通孔を貫通する部位の遮蔽に関して、より不
都合の少ない新規な構成が得られれば、有益である。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　実施形態のケーブル貫通孔の遮蔽構造は、例えば、壁と、第一カバープレートと、二つ
の第二カバープレートと、を備えている。壁は、ケーブルが第一方向に貫通する貫通孔を
有し第一方向と交差して延びている。第一カバープレートは、第一方向と交差し壁と重な
るとともに貫通孔を覆う第一カバープレートであって、貫通孔と重なりケーブルが通る第
一開口を有する。二つの第二カバープレートは、第一方向と交差し第一カバープレートと
重なるとともに第一開口を覆う二つの第二カバープレートであって、二つの第二カバープ
レートのうち一方の第二端部と他方の第二端部とが互いに接した第二境界線と、一方の第
二端部と他方の第二端部との間の隙間であって第一開口と重なりケーブルが通る第二開口
と、を構成し、第一カバープレートよりも剪断強度が低い。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】図１は、本発明の第１実施形態によるスイッチギヤの筐体の底部を斜め上方から
見た例示的かつ模式的な斜視図である。
【図２】図２は、本発明の第１実施形態によるスイッチギヤの筐体の底部の断面図であっ
て、図１のII-II位置での断面図である。
【図３】図３は、図２のＡを拡大した断面図である。
【図４】図４は、図１を上方から見た例示的かつ模式的な平面図であって、ケーブルを省
略している。
【図５】図５は、本発明の第１実施形態による第一カバープレートおよび第二カバープレ
ートを示す例示的かつ模式的な分解斜視図である。
【図６】図６は、本発明の第１実施形態の変形例１による第一カバープレートを用いた筐
体の底部を示す例示的かつ模式的な平面図である。
【図７】図７は、図６における第一カバープレートの平面図である。
【図８】図８は、本発明の第１実施形態の変形例２による第一カバープレートを用いた筐
体の底部を示す例示的かつ模式的な平面図である。
【図９】図９は、図８における第一カバープレートの平面図である。
【図１０】図１０は、本発明の第２実施形態による第二カバープレートを示す例示的かつ
模式的な平面図である。
【図１１】図１１は、図１０の第二カバープレートにケーブルが貫通した状態を示す例示
的かつ模式的な斜視図である。
【図１２】図１２は、本発明の第２実施形態の変形例１による第二カバープレートを示す
例示的かつ模式的な平面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下、本発明の例示的な実施形態が開示される。以下に示される実施形態の構成、なら
びに当該構成によってもたらされる作用および結果（効果）は、一例である。
【０００８】
　また、以下に開示される複数の実施形態には、同様の構成要素が含まれる。よって、以
下では、それら同様の構成要素には共通の符号が付与されるとともに、重複する説明が省
略される。なお、以下の各図では、便宜上、互いに直交するＸ方向、Ｙ方向およびＺ方向
が定義されている。
【０００９】
[第１実施形態]
　図１に示すように、第１実施形態によるスイッチギヤ１は、例えば、筐体２と、筐体２
の底部に設けられた遮蔽板３と、遮蔽板３を貫通するケーブル４と、を備えている。スイ
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ッチギヤ１は、複数の収容機器が金属製の筐体２内に収容された、いわゆる金属閉鎖形ス
イッチギヤである。なお、スイッチギヤ１は、この例には限定されない。筐体２は、盤や
閉鎖箱等とも称されうる。
【００１０】
　ケーブル４は、径方向内側の導体４ａと、導体４ａを外周側から覆う円筒状の被覆部４
ｂと、を有する。導体４ａの材質は例えば銅であり、被覆部４ｂの材質は例えば絶縁性の
エラストマであるが、これらに限定されない。
【００１１】
　図１に示すように、筐体２の底部は、底壁２ａと、底壁２ａの周縁から上方に延びる側
壁２ｂと、を有する。底壁２ａは、例えば、Ｚ方向と交差しＸＹ平面に沿って広がってい
る。ケーブル４は、Ｚ方向に延びている。つまり、底壁２ａは、ケーブル４が延びるＺ方
向に交差して広がっている。図２および図４に示すように、筐体２の底壁２ａには、例え
ば、貫通孔２ｃが設けられている。ケーブル４は、貫通孔２ｃをＺ方向に貫通している。
底壁２ａは、壁の一例である。Ｚ方向は、第一方向の一例である。
【００１２】
　図１，２に示すように、例えば、筐体２の底壁２ａの上には、第一カバープレート５が
Ｚ方向に重なって設けられている。第一カバープレート５は、例えば、Ｚ方向と交差しＸ
Ｙ平面に沿って広がり、筐体２の底壁２ａと重なるとともに貫通孔２ｃを覆っている。
【００１３】
　図４，５に示すように、第一カバープレート５は、例えば、二つの分割プレート５Ａ，
５Ｂを有している。二つの分割プレート５Ａ，５ＢがＸ方向に並んだ状態でＸ方向に互い
に突き当てられて当接することにより、第一カバープレート５が構成されている。分割プ
レート５Ａ，５Ｂは、それぞれ四角形の形状を有し、例えば、Ｙ方向に細長く延びた長方
形の形状を有する。
【００１４】
　分割プレート５Ａ，５Ｂの周縁部には、Ｚ方向に貫通するボルト孔５Ａａ，５Ｂａが設
けられている。分割プレート５ＡのＸ方向の反対方向側の第一端部５１Ａは、例えば、Ｙ
方向に延びる直線状の端縁５１Ａａと、Ｘ方向に向けて凹む矩形状の切欠き５１Ａｂと、
を有する。切欠き５１Ａｂの近傍には、ボルト孔５Ａｂが設けられている。他方、分割プ
レート５ＢのＸ方向側の第一端部５１Ｂは、例えば、Ｙ方向に延びる直線状の端縁５１Ｂ
ａと、Ｘ方向の反対方向に向けて凹む矩形状の切欠き５１Ｂｂと、を有する。切欠き５１
Ｂｂの近傍には、ボルト孔５Ｂｂが設けられている。なお、本実施形態では、分割プレー
ト５Ａ，５Ｂは、同じ形状を有し、互いに裏返しの姿勢で設けられている。
【００１５】
　分割プレート５Ａと分割プレート５ＢとをＸ方向に突き合わせると、例えば、端縁５１
Ａａと端縁５１Ｂａとが接して隙間の無い第一境界線ＢＬ１が構成され、切欠き５１Ａｂ
と切欠き５１Ｂｂとの間のＸ方向の隙間としての第一開口５ａが構成される。第一開口５
ａは、筐体２の底壁２ａの貫通孔２ｃと重なっている。このように、例えば、分割プレー
ト５Ａの第一端部５１Ａと分割プレート５Ｂの第一端部５１Ｂとは、互いに接して第一境
界線ＢＬ１を構成する端縁５１Ａａおよび端縁５１Ｂａと、互いに離間して第一開口５ａ
を構成する切欠き５１Ａｂおよび切欠き５１Ｂｂと、を有する。即ち、端縁５１Ａａ，５
１Ｂａは、第一端部の一例である。切欠き５１Ａｂ，５１Ｂｂは、第一端部の一例である
。
【００１６】
　図１，２に示すように、二つの第二カバープレート６は、第一カバープレート５の上に
Ｚ方向に重なって設けられている。第二カバープレート６は、例えば、Ｚ方向と交差しＸ
Ｙ平面に沿って広がり、第一開口５ａを覆っている。
【００１７】
　図４，５に示すように、第二カバープレート６は、例えば、一方の第二カバープレート
６Ａと他方の第二カバープレート６Ｂとを有している。第二カバープレート６Ａ，６Ｂが
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Ｙ方向に並んだ状態でＹ方向に互いに突き当てられて当接することにより、第二カバープ
レート６が構成されている。第二カバープレート６Ａ，６Ｂは、それぞれ四角形の形状を
有し、例えば、Ｘ方向に細長く延びた長方形の形状を有する。
【００１８】
　第二カバープレート６Ａ，６Ｂの周縁部には、Ｚ方向に貫通するボルト孔６Ａａ，６Ｂ
ａが設けられている。第二カバープレート６ＡのＹ方向の反対方向側の第二端部６１Ａは
、例えば、Ｘ方向に延びる直線状の端縁６１Ａａと、Ｙ方向に向けて凹む半円状の切欠き
６１Ａｂと、を有する。他方、第二カバープレート６ＢのＹ方向側の第二端部６１Ｂは、
例えば、Ｘ方向に延びる直線状の端縁６１Ｂａと、Ｙ方向の反対方向に向けて凹む半円状
の切欠き６１Ｂｂと、を有する。なお、本実施形態では、第二カバープレート６Ａ，６Ｂ
は、同じ形状を有し、互いに裏返しの姿勢で設けられている。
【００１９】
　第二カバープレート６Ａ，６ＢをＹ方向に突き合わせると、例えば、端縁６１Ａａと端
縁６１Ｂａとが接して隙間の無い第二境界線ＢＬ２が構成され、切欠き６１Ａｂと切欠き
６１Ｂｂとによって、切欠き６１Ａｂと切欠き６１Ｂｂとの間のＹ方向の隙間としての第
二開口６ａが構成される。第二開口６ａは、第一開口５ａおよび貫通孔２ｃと重なってい
る。このように、例えば、第二カバープレート６Ａの第二端部６１Ａと第二カバープレー
ト６Ｂの第二端部６１Ｂとは、互いに接して第二境界線ＢＬ２を構成する端縁６１Ａａお
よび端縁６１Ｂａと、互いに離間して第二開口６ａを構成する切欠き６１Ａｂおよび切欠
き６１Ｂｂと、を有する。第二境界線ＢＬ２は、第一境界線ＢＬ１と交差している。即ち
、第二カバープレート６は、分割プレート５Ａと分割プレート５Ｂとを橋渡しして設けら
れている。なお、図２に示すように、例えば、第二開口６ａの周囲には、シール材ＳＬが
周方向に沿って設けられている。シール材ＳＬは、例えばゴムや絶縁テープであるが、特
に限定されない。即ち、端縁６１Ａａ，６１Ｂａは、第二端部の一例である。切欠き６１
Ａｂ，６１Ｂｂは、第二端部の一例である。
【００２０】
　二つの第二カバープレート６は、第一カバープレート５よりも剪断強度が低い。また、
例えば、第一カバープレート５および二つの第二カバープレート６は、非磁性体である。
第一カバープレート５は、例えばステンレス鋼であり、第二カバープレート６は、例えば
アルミニウム合金であるが、これらには限定されない。
【００２１】
　図３に示すように、第一カバープレート５と第二カバープレート６とが重なる部位にお
いて、第一カバープレート５と第二カバープレート６との間に、例えば、第一カバープレ
ート５と第二カバープレート６との通電を抑制する塗膜７を設けている。また、第一カバ
ープレート５と筐体２の底壁２ａとが重なる部位において、第一カバープレート５と筐体
２の底壁２ａとの間に、例えば、第一カバープレート５と筐体２の底壁２ａとの通電を抑
制する塗膜７を設けている。なお、図３に示すように、筐体２の底壁２ａと第一カバープ
レート５とはスタッドボルトＳＢおよびナットＮＴで締結され、第一カバープレート５と
第二カバープレート６とはスタッドボルトＳＢおよびナットＮＴで締結されている。塗膜
７は、例えば通電抑制材である。
【００２２】
　以上、説明したように、本実施形態では、二つの第二カバープレート６の剪断強度は、
第一カバープレート５の剪断強度よりも低い。よって、本実施形態によれば、例えば、第
二カバープレート６にケーブル４のサイズや形状に適合した第二開口６ａをより容易にあ
るいはより迅速に設けることができる。なお、第一開口５ａは、ケーブル４や当該ケーブ
ル４に取り付けられた部品等が通るよう当該ケーブル４や部品の長手方向と交差する断面
よりも大きく、かつ第二カバープレート６によって覆われればよく、ケーブル４のサイズ
や形状に適合した形状である必要はない。
【００２３】
　また、本実施形態では、例えば、二つの第二カバープレート６Ａ，６Ｂの切欠き６１Ａ
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ｂ，６１Ｂｂ同士が突き合わせられて第二開口６ａが構成されている。第二カバープレー
ト６Ａ，６Ｂの端縁６１Ａａ，６１Ｂｂから離れた位置に貫通孔を設ける作業よりも、第
二カバープレート６Ａ，６Ｂの端縁６１Ａａ，６１Ｂｂに切欠き６１Ａｂ，６１Ｂｂを設
ける作業の方が、容易である。よって、本実施形態によれば、例えば、第二開口６ａをよ
り容易にあるいはより迅速に設けることができる。
【００２４】
　また、本実施形態では、例えば、第一カバープレート５および二つの第二カバープレー
ト６は、非磁性体である。よって、本実施形態によれば、例えば、第一カバープレート５
および二つの第二カバープレート６における、ケーブル４を流れる電流による電磁誘導ひ
いては当該電磁誘導による発熱を、抑制することができる。
【００２５】
　また、本実施形態では、例えば、底壁２ａ（壁）と第一カバープレート５との間、およ
び第一カバープレート５と第二カバープレート６との間に、通電を抑制する塗膜７（通電
抑制材）が設けられている。異種金属が接触した状態では、当該異種金属間に電食（電解
腐食）が生じる場合がある。この点、本実施形態によれば、例えば、塗膜７により、底壁
２ａ、第一カバープレート５、または第二カバープレート６の電食を抑制することができ
る。
【００２６】
　また、本実施形態では、例えば、二つの分割プレート５Ａ，５Ｂの切欠き５１Ａｂ，５
１Ｂｂが突き合わせられて第一開口５ａが構成されている。分割プレート５Ａ，５Ｂの端
縁５１Ａａ，５１Ｂａから離れた位置に貫通孔を設ける作業よりも、分割プレート５Ａ，
５Ｂの端縁５１Ａａ，５１Ｂａに切欠き５１Ａｂ，５１Ｂｂを設ける作業の方が、容易で
ある。よって、本実施形態によれば、例えば、第一開口５ａをより容易にあるいはより迅
速に設けることができる。
【００２７】
　また、本実施形態では、例えば、第二カバープレート６は、分割プレート５Ａと分割プ
レート５Ｂとの第一境界線ＢＬ１を跨ぐように設けられている。仮に、分割プレート５Ａ
と分割プレート５ＢとがＺ方向に沿って互いに逆方向に撓んだ場合、分割プレート５Ａ，
５Ｂの第一境界線ＢＬ１において、分割プレート５Ａと分割プレート５Ｂとの間でＺ方向
に隙間が生じる虞がある。この点、本実施形態によれば、第二カバープレート６が分割プ
レート５Ａと分割プレート５Ｂとの第一境界線ＢＬ１を跨ぐように設けられているため、
第二カバープレート６によって分割プレート５Ａと分割プレート５ＢとがＺ方向に離間す
るのを抑制することができる。
【００２８】
　言い換えると、分割プレート５Ａおよび分割プレート５Ｂの双方に接続された第二カバ
ープレート６は、分割プレート５Ａおよび分割プレート５Ｂを補強している。すなわち、
本実施形態によれば、第二カバープレート６によって分割プレート５Ａおよび分割プレー
ト５Ｂの変形が抑制されている。
【００２９】
　また、第二カバープレート６Ａおよび第二カバープレート６Ｂの双方に接続された分割
プレート５Ａ，５Ｂは、第二カバープレート６Ａおよび第二カバープレート６Ｂを補強し
ている。すなわち、本実施形態によれば、分割プレート５Ａ，５Ｂによって第二カバープ
レート６Ａおよび第二カバープレート６Ｂの変形が抑制されている。
【００３０】
　[第１実施形態の変形例１]
　第１実施形態では、二つの分割プレート５Ａ，５Ｂを有する第一カバープレート５が設
けられた。しかし、例えば、本変形例１のように第一カバープレート１０５は１枚であっ
てもよい。
【００３１】
　すなわち、図６，７に示すように、変形例１による第一カバープレート１０５には、例
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えば、１枚の板材に矩形状の第一開口１０５ａがＹ方向に３つ並んで設けられている。第
一開口１０５ａの内周縁は、Ｙ方向に延びる短辺１０５ｂと、Ｘ方向に延びる長辺１０５
ｃと、を有する。なお、第一カバープレート１０５の周縁部にボルト孔１０５ｄが設けら
れている。
【００３２】
　本変形例によれば、第一カバープレート１０５が１枚であるため、部品点数が低減され
る。
【００３３】
　[第１実施形態の変形例２]
　第１実施形態では、３つの第一開口５ａを有する第一カバープレート５が設けられた。
しかし、例えば、本変形例２のように、例えば、第一開口２０５ａは１つであってもよい
。
【００３４】
　図８，９に示すように、第一カバープレート２０５には、１枚の板材にＹ方向に細長く
延びる１つの矩形状の第一開口２０５ａが設けられている。この第一開口２０５ａの周縁
は、Ｙ方向に延びる長辺２０５ｂと、Ｘ方向に延びる短辺２０５ｃと、を有する。なお、
第一カバープレート２０５の周縁部には、ボルト孔２０５ｄが設けられている。また、二
つの第二カバープレート２０６Ａ，２０６Ｂのうち一方の第二端部２６１Ａと他方の第二
端部２６１Ｂとは、互いに接する端縁２６１Ａａおよび端縁２６１Ｂａと、互いに離間し
て円形の第二開口６ａを構成する切欠き２６１Ａｂおよび切欠き２６１Ｂｂと、を有する
。なお、本実施形態では、第二カバープレート２０６Ａ，２０６Ｂは、同じ形状を有し、
互いに裏返しの姿勢で設けられている。
【００３５】
　本変形例によれば、第一開口２０５ａが１つであるため、第一開口２０５ａの加工作業
が容易になる。
【００３６】
　[第２実施形態]
　第２実施形態においては、図１０，１１に示すように、二つの第二カバープレート３０
６は、例えば、一方の第二カバープレート３０６Ａと他方の第二カバープレート３０６Ｂ
とを有している。第二カバープレート３０６Ａ，３０６ＢがＹ方向に並んだ状態でＹ方向
に互いに突き当てられて当接することにより、第二カバープレート３０６が構成されてい
る。図１０に示すように、第二カバープレート３０６Ａ，３０６Ｂは、それぞれ四角形の
形状を有し、例えば、Ｘ方向に細長く延びた長方形の形状を有する。第二カバープレート
３０６Ａ，３０６Ｂの周縁部には、ボルト孔３０６Ａａ，３０６Ｂａが貫通して設けられ
ている。
【００３７】
　図１０に示すように、ケーブル４が貫通する前の状態における第二カバープレート３０
６Ａにおいて、第二端部３６１Ａは、Ｘ方向に延びる直線状の端縁３６１Ａａと、Ｙ方向
に延びる複数の帯状のアーム３０６Ａｂの先端と、を有する。また、第二端部３６１Ｂは
、Ｘ方向に延びる直線状の端縁３６１Ｂａと、Ｙ方向に延びる複数の帯状のアーム３０６
Ｂｂの先端と、を有する。言い換えると、端縁３６１Ａａから離れる方向に設けられ、Ｘ
方向に所定間隔（例えば一定間隔）で並んだＹ方向に沿った切り込みにより、Ｘ方向に互
いに隣接して並んだ複数の帯状のアーム３０６Ａｂ、すなわち櫛状のアーム３０６Ａｂが
設けられている。また、端縁３６１Ｂａから離れる方向に設けられ、Ｘ方向に所定間隔（
例えば一定間隔）で並んだＹ方向に沿った切り込みにより、Ｘ方向に互いに隣接して並ん
だ複数の帯状のアーム３０６Ｂｂ、すなわち櫛状のアーム３０６Ｂｂが設けられている。
図１１に示すように、ケーブル４がアーム３０６Ａｂ，３０６Ｂｂを貫通すると、アーム
３０６Ａｂ，３０６Ｂｂは、ケーブル４の外周に当たってＺ方向に略直角に屈曲し、当該
ケーブル４の外周に沿ってＺ方向に延びる。即ち、図１１に示すように、ケーブル４を貫
通させたときには、アーム３０６Ａｂ，３０６Ｂｂはケーブル４の外周に沿ってＺ方向に
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延びた複数の屈曲片３０６Ａｃ，３０６Ｂｃに変形する。このように、変形した複数の屈
曲片３０６Ａｃ，３０６Ｂｃは、一方の第二カバープレート３０６Ａの第二端部３６１Ａ
と他方の第二カバープレート３０６Ｂの第二端部３６１Ｂとの間の隙間であってケーブル
４が通る第二開口３０６ａを構成する。なお、本実施形態では、第二カバープレート３０
６Ａ，３０６Ｂは、同じ形状を有し、互いに裏返しの姿勢で設けられている。
【００３８】
　よって、第２実施形態によれば、ケーブル４のサイズや形状に適合した第二開口３０６
ａを、より容易に設けることができる。
【００３９】
　[第２実施形態の変形例]
　第２実施形態では、アーム３０６Ａｂ，３０６Ｂｂは帯状である。しかし、図１２の変
形例による第二カバープレート４０６のように、例えば、複数のアームを放射状に並べて
もよい。以下、具体的に説明する。
【００４０】
　図１２に示すように、一方の第二カバープレート４０６Ａおよび他方の第二カバープレ
ート４０６Ｂの両端部には、ボルト孔４０６Ａａ，４０６Ｂａが貫通して設けられている
。一方の第二カバープレート４０６ＡのＹ方向の反対方向側の第二端部４６１Ａは、Ｘ方
向に延びる直線状の端縁４６１Ａａと、端縁４６１ＡａにおけるＸ方向の中央部から放射
状に延びる複数の変形可能な三角形状のアーム４０６Ａｂと、を有する。他方の第二カバ
ープレート４０６ＢのＹ方向側の第二端部４６１Ｂは、Ｘ方向に延びる直線状の端縁４６
１Ｂａと、端縁４６１ＢａにおけるＸ方向の中央部から放射状に延びる複数の変形可能な
三角形状のアーム４０６Ｂｂと、を有する。言い換えると、中心Ｃ回りの半円状の端縁４
６１Ａｂから所定の角度間隔（例えば一定間隔）で放射状に並んだ切り込みにより、端縁
４６１Ａｂの周方向に並んだ複数の三角形状のアーム４０６Ａｂが設けられている。また
、中心Ｃ回りの半円状の端縁４６１Ｂｂから所定の角度間隔（例えば一定間隔）で放射状
に並んだ切り込みにより、端縁４６１Ｂｂの周方向に並んだ複数の三角形状のアーム４０
６Ｂｂが設けられている。アーム４０６Ａｂ，４０６Ｂｂの幅（周方向の幅）は、基端部
から先端部へ径方向内方に向かうにつれて徐々に狭まっている。すなわち、アーム４０６
Ａｂ，４０６Ｂｂの形状は、先細り状である。
【００４１】
　変形例による第二カバープレート４０６では、例えば、複数のアーム４０６Ａｂ，４０
６Ｂｂが放射状に延びている。よって、本変形例によれば、例えば、円形断面のケーブル
４を貫通させた場合に、複数のアーム４０６Ａｂ，４０６Ｂｂは、同様の位置の屈曲部で
同様の形状に変形した屈曲片となる。よって、アーム４０６Ａｂ，４０６Ｂｂとケーブル
４の外周との間の隙間のばらつきを、より小さくすることができる。
【００４２】
　以上、本発明の実施形態を例示したが、前記実施形態はあくまで一例であって、発明の
範囲を限定することは意図していない。前記実施形態は、その他の様々な形態で実施され
ることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き換え、組み合わ
せ、変更を行うことができる。前記実施形態は、発明の範囲や要旨に含まれるとともに、
特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。本発明は、前記実施形態
に開示される構成以外によっても実現可能であるとともに、基本的な構成（技術的特徴）
によって得られる種々の効果（派生的な効果も含む）を得ることが可能である。また、各
構成要素のスペック（構造や、種類、方向、形状、大きさ、長さ、幅、厚さ、高さ、数、
配置、位置、材質等）は、適宜に変更して実施することができる。
【００４３】
　例えば、前述した実施形態では、ケーブル４が貫通する壁は、底壁２ａには限定されず
、側壁２ｂや、他の壁であってもよい。また、前記実施形態では、ケーブル４が貫通する
第二開口６ａの形状を円形としたが、第二開口６ａの形状をケーブル４の形状に適宜合わ
せた形状にすることができる。さらに、前記実施形態では、第一境界線ＢＬ１と第二境界
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線ＢＬ２とを直交させたが、互いに交差する角度に設ければよい。また、切欠きの加工は
、施工現場で実施されてもよいし、製造現場や他の場所で実施されてもよい。また、本実
施形態の構造は、固体絶縁スイッチギヤ以外の種々の筐体に適用可能である。
【符号の説明】
【００４４】
　２ａ…底壁（壁）、２ｃ…貫通孔、４…ケーブル、５，１０５，２０５…第一カバープ
レート、５Ａ，５Ｂ…分割プレート、５１Ａ，５１Ｂ…第一端部、６１Ａ，６１Ｂ，２６
１Ａ，２６１Ｂ，３６１Ａ，３６１Ｂ，４６１Ａ，４６１Ｂ…第二端部、５ａ，１０５ａ
，２０５ａ…第一開口、６，３０６，４０６…第二カバープレート、６ａ，３０６ａ…第
二開口、７…塗膜（通電抑制材）、３０６Ａｃ，３０６Ｂｃ…屈曲片。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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